
総合的な防衛体制の強化に資する取組について
（公共インフラ整備）





○ インフラ管理者は、平素において自衛隊・海上保安庁の運用や訓練等に
よる施設の円滑な利用について、関係法令等を踏まえ、適切に対応する。

○ 自衛隊・海上保安庁とインフラ管理者は、国民の生命・財産を守る上で
緊急性が高い場合又は航空機の飛行や艦船の航行の安全を確保する上で緊
急性が高い場合（武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態を除く）であって、
当該施設を利用する合理的な必要があると認められるときには、民生利用
に配慮しつつ、緊密に連携しながら、自衛隊・海上保安庁が柔軟かつ迅速
に施設を利用できるよう努める。

○ 上記の着実な実施に向けて、関係者間において連絡・調整体制を構築し、
円滑な利用に関する具体的な運用のための意見交換を行う。

空港・港湾における「円滑な利用に関する確認事項」の概要
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特定利用空港・港湾（令和６年４月１日時点）

○ 以下の５空港及び１１港湾について、インフラ管理者との間で「円滑な利用に関する
枠組み」を設け、令和６年４月１日の関係閣僚会議にて、「特定利用空港・港湾」とした。
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よくあるご質問

Q１ この取組は有事を対象とするものですか？
A１ この取組は、平素における空港・港湾の利用を対象としたもので、武力攻撃事態のような有事の利用を対象とするものではありま
せん。武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態における空港・港湾の利用調整については、平成16年に制定された武力攻撃事態等
における特定公共施設等の利用に関する法律（特定公共施設利用法）等に基づき行われます。

Q２ 「特定利用空港・港湾」となることで、有事において、攻撃目標となるのではないですか？
A２ 「特定利用空港・港湾」は新たに自衛隊の基地や駐屯地を設置するといったことを目的とするものではありません。
また、自衛隊・海上保安庁は、これまでも民間の空港・港湾を利用してきています。今回、更なる利用の円滑化を図ることを目的とし
て、インフラ管理者との間で、「円滑な利用に関する枠組み」を設けることとなりますが、そのような枠組みが設けられた後も自衛隊・海
上保安庁による平素の利用に大きな変化はなく、そのことのみによって、当該施設が攻撃目標とみなされる可能性が高まるとはいえま
せん。
むしろ、自衛隊・海上保安庁の航空機・船舶が必要な空港・港湾を平素から円滑に利用できるように、政府全体として取り組むこと
は、我が国への攻撃を未然に防ぐための抑止力や実際に対応するための対処力を高め、我が国への攻撃の可能性を低下させるもの
であり、ひいては我が国国民の安全につながるものです。

Q３ 「円滑な利用に関する枠組み」を設けることにより、「特定利用空港・港湾」を、自衛隊や海上保安庁が優先利用することにな
りますか？

A３ 「円滑な利用に関する枠組み」は、自衛隊・海上保安庁の優先利用のためのものではありません。あくまで港湾法や空港法等の
既存の法令に基づき、関係者間で連携し、自衛隊・海上保安庁による柔軟かつ迅速な施設の利用について調整するための枠組み
です。

Q４ 自衛隊による訓練において、どのくらいの頻度で「特定利用空港・港湾」を利用することを想定していますか？
A４ それぞれの空港・港湾につき、多くとも年数回程度を想定しており、常に自衛隊の部隊が訓練を行っているようなことにはなりません。

Q５ 「特定利用空港・港湾」となることで、米軍も利用することになりますか？
A５ この枠組みは、あくまで関係省庁とインフラ管理者との間で設けられるものであり、米軍が本枠組みに参加することはありません。
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